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Drasticchangestookplacebetween1964 and

1981inDonDaeng,asmallvillagelocatedabout

20kilometerssouthoftherapidlygrowingtown

ofKhonKaen,whichtheThaigovernmenthas

designatedasadecentralizedregionaldevelopment

centeroftheNortheast.Despltethelackofrural

development,thatis,top-downdevelopmentspon-

soredbythegovernment,duringthisperiod,the

economicallyrationalvillagersrespondedswi氏Iyto

therapidlygrowingdemandinKhon Kaenfor

off-farm laborandforsuchagrlCulturalproducts

ashotpepperandpigs･ Thisresponse,together

with small-scaleauxiliary governmentassistance

such asa partialsubsidy forimprovementof

feederroadstothevillage,broughtaboutdrastic

changesinthevillage'seconomicandsocialstruc･

tures･Thesechangesresultingfrom thevillagersT

spontaneousandautonomousresponsestorapidly

increasingeconomicopportunitiesinthecityare

Ⅰ コンケン市の成長と ドンデーン村の経済

ドンデーン村の経済は,そ こか ら 20km

のところにある県庁所在都市コンケン市,お

*京都大学農学部 ;FacultyofAgriculture,Kyoto

Universlty,Kitashirakawa,Sakyo-ku, Kyoto

606,Japan

heretermedendogenousruraleconomicevolution.

Although 50% ofthevillagersarestillpoor,
suchevolutionhasconsiderablyreduced poverty

inthevillage･ Itis,however,yettoextendfar

beyondDonDaengandothervillagesnearKhon

Kaen.ExtensiontootherpartsofthevastNorth-

eastofthegovernment'sdecentralizedregionaland

ruraldevelopmentstrategy,throughwhichcities

aredesignated asreglOnaldevelopmentcenters

andauxiliarygovernmentassistanceismadeavail-
ableforinfrastructuralworksuchasconstruction

andimprovementoffeederroadstovillages,and

fordecentralizationofindllStry,urbanization,and

provision of publicservices,Should prove an

efRcientmeansto induce endogenous reglOnal

economicevolutionbasedonthequickandspon-

taneousresponseofpeasantswho areeagerto
increasetheireconomicwelfare.

よびタイ経済全体の近年の急速な発展と強く

関連 している｡ ドンデーン村とその近傍諸相

の土地利用 ･作物生産と労働力利用は,一方

で中心都市 コンケン市から村までの輸送費,

農産物価格および賃金とによって規定され,

もう一方で村の位置する地形や水条件に規定

されている｡ ドンデ-ン村は,これ らコンケ

ン市の直接の影響を受ける村のうちで,コン
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ケン市から時間距離について平均的な村であ

り,また成立史,人口数,水田 ･畑 ･菜園面

接,子供の教育水準などについても平均的で

ある [Maekawa&Koike,Ch.2(3)inFukui

etaZ.1985]0

1933年には鉄道は コンケン市 に達 して お

り,1963年にバ ンコクからコンケン-の幹線

道路が開通 した｡1962年にサ リット政権のも

とでコンケン市を東北タイ開発の中心とする

決定がなされ,国立大学,空港,テレビ局をも

った小都市として急成長を始めた 【Ishii,Ch.

1(1)inFukuietaZ.1985].コンケン市の人

口は,1972年の3.5万人から1982年の10.8万

人に急増 した｡1960年から1982年までの東北

タイの経済成長は,中央タイを除 くその他の

地域に比べ摩るとも劣 らない率で進み,粗地

域生産物 (G且p)は年率 5-7%で成長 した｡

その中で特に最近のコンケン県の成長は目ざ

ましく, 1978-1982年の GRPは年率 7.6%

と,バ ンコクや中央タイの8.5-9.4%に次 ぐ

速さであった 【BankofThailand 19841｡

ドンデーン村やその他近傍村の最近の村外

安定農外所得機会の急増は,コンケン市およ

びその近郊における政府機関や民間工場の多

数の新設によっている｡ ドンデーン村との関

係では,後述するクープラの東北地域農業セ

ンターが重要である｡民間工場では,タープ

ラ近 くの14のキャサバ工場と,それに原料を

供給する多数の乾燥場,コカコーラ工場を初

めとする三つの食品関係工場,10の運輸関係

の工場,六つの建築関係の工場,二つの精米

所,八つのその他の工場 ･倉庫などをあげる

ことができる [Fukui&Kuchiba,Ch.Iin

FukuietaZ. 1983:27]｡その他コンケン市

やその近郊にも多 くの会社 や工場 が設立 さ

れ, ドンデーン村の村民が通勤 しているとこ

ろとしては,漁網工場,ケナフ工場,機械修

理工場,義歯工場,マッチ工場,電気製品会

社などがある｡
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以上のような東北タイの急速な経済成長の

結果,東北タイにおける貧困人口は減少 した｡

しかし,世界鈍行の定義 (1976年価格で年所

得が農村部で1,980バーツ く99ドル〉以下,都

市部で2,960バーツ 〈148ドル〉以下)による

貧困人口は,1969,1976,1981年のそれぞれ

について全東北タイ人口の65,44,36%に減

少 したのみである｡1976年に全国の貧困人口

の50%が東北タイに集中し,そのうちの98%

が農村部で生活 している 【Tsujii,Ch･1in

FukuietaZ.1985:22;WorldBank 1980･.

16-17;1985:22】｡

本稿では,以上に述べた ドンデーン村を取

り囲む経済環境を十分考慮 しつつ,村経済の

水野調査時 (1964年)からわれわれの調査時

(198ト1984年)への変化と,その要因につい

て記述する｡

ⅠⅠ 村経済の変貌と貧困

ドンデーン村の過去15年はどの変化は,コ

ンケン市を中心として急速に拡大する経済圏

へ巻 き込まれる過程といえる｡ そして,この

過程を促進 した主な要因は,コンケン市を中

心都市 とする東北タイの地域発展政策,同市

による近郊村-の財 ･サービス需要の増大,

輸出農産物-の需要の増大と,それらの農村

への伝播を可能ならしめた自由な流通制度,

密な道路網,および後述する農村 レベルの効

率的輸送手段である｡

村の人口は水野調査時の1964年の810人か

ら1981年に901人と,年率0.6%はどの低率で

増加 したが,これは,村の過去30年間の平均

寿命の延長と出産率の 動向 [福井 1985]を

考慮すれば,かなりの社会減があったことを

示 している｡ 1981年における村の世帯主176

人の生存 している子供641人のうちの約 3割

が,村外居住 していた [KuchibaetaZ.,Ch.

Ⅴin Fukuieza7.1983]O このように村から
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の人口の社会的流出が多いの

は,1940年代にドンデーン村

周辺の土地が ほぼ開拓 し尽

くされ [Kaida,Ch.2(1)in

Fukuieta7.1985:32,35],
人口扶養力がはば限界に達 し

ていたことと,村外の労働需

要の増大 とが主たる理由であ

ろう｡

ドンデーン村の就業 ･所得

構造は1964年に農業が主であ

った 【水野 1981:40】｡1981

年に,各世帯主に対 して,自

身が主たる職業と考えている

表 1 ドンデーン村の所得構造の変化 単位 :バーツ (形)

農業粗所得
農 外 所 得

非 農 業
賃金所得 所惹県 営 薫‡小 計

農家粗所得

334,5751)
(75.0)

2,372,9501)
(45.9)

77,620
(17.4)

111,815
(25.0)

446,390
(100.0)

NA2'12,8亀 讐ヲ15･1(詔謂

出典 :1980年はわれわれの全戸調査による [Tsujii,Ch.2(2)inFukui
etal.1985]｡1964年は水野の93戸の農家経済謝査によるO

注 1)ドンデーンの稲作は極度に不安定である｡特に1964年と1980年
は共に洪水年で,大被害を受けた｡その他の農産物は稲と比較

して,あまり天候の影響は受けない｡したがって,米生産の粗
所得のみ,1960-1965年と1978-1983年の年平均生産量 [Kohno

&Kaida,Ch.8(3)inFukuietaZ･1985;水野 1981:611を
使い,農業粗所得を計算した｡

2)NA:入手不能

職 種 を尋ねたところ, 112人が農業, 11人

が自営業 (うち精米業 3人, 家畜仲買ふた

り), 17人が政府関係雇用員 (うち東北地域

農業センター13人), 12人が民間 企 業雇 用

者 (うちコカコーラ工場 5人, 建築作業員

4人), 17人が隠居, 7人が無職 と答えてい

る [Kuchibaeza7.,Ch.V inFukuietall

1983:193]｡1981年の全戸調査によると,世

帯主以外にも,賃金労働を主たる職業とする

者が42人おり,村全体の賃金労働者は少な く

とも71人 となる｡1964年にも多種の自営業 ･

兼業が存在 したが,1'80年代初期には,上記の

ように農外就業を主職業 とする世苗が大幅に

増大 したのである｡ このような就業構造の変

化に対応 して,所得構造 も表 1に示されるよ

うに変化 した｡すなわち,農業粗所得が農家

粗所得の75%から46%に大幅に減少 した｡2'

1)水野 【1981]によれば,村内に自営業および兼

業として,精米業(3人),家畜仲買業(14人),
漁業 ･ござ編み (機61台),仕立師 (7人),機

織り(機45台),染物師(6人),糸繰り(3人),
美容師 (3人),理髪師 (3人),モーラム興行
師(ひとり),祈頑師(10人),小間物商(3軒),

菓子売り娘 (10人),農閑期 (2-4月)ケナフ工
場労働 (60人の娘),鍛冶屋,村長,区医,小
学枚小使いがある｡

1964年には132戸があった｡ 水野による農

家経済調査では,親族共同体的農業従事者世

帯26戸(水野は,これ らを貼戸と呼んでいる),

非耕作地主 3戸,非農家 3戸がまず除かれ,

残った100戸のうち93戸が調査可能であった｡

表 1では,水野による93戸の合計値に100/93

を乗 じて膨ませてある｡ このようにすると,

1964-1980年間に農家粗所得は,名目で10･8倍

(ひとり当たりで9.7倍,以下同じ),タイ全

国の卸売物価指数で修正 した実質値で3.0倍

(2.7倍) となる｡粗所得 の増加率が厚生水

準のそれの近似値と考えられるから,村民ひ

とり当たりの厚生水準 も同期間に約2.7倍に

なった｡農家粗所得のうち農業粗所得は実質

値で1.8倍 (1.6倍),農外所得は6.5倍 (5.8

倍) と増加 しており,上記の農家粗所得の増

大に農外所得が農業粗所得に比べ,より重要

な貢献を している｡ これは村民が販売農産物

の種類と量を増大させたことと,それ以上に,

2)1964年の水野の調査には,3戸の非耕作地主(う

ちひとりは小学校教員),1戸の小学校教員,
1戸の労働者,26戸の貼戸,1戸の無職世帯が
含まれていないように思われるので,この点か
ら,農外所得が過小評価されている可能性があ
る｡

297



東南アジア研究 23巻 3号

増大 してきた農外所得機会を積極的に受け入

れたことを物語る｡

農外所得獲得の急速な増大と換金作物の増

大を可能にしたのは,枝道の改良とミニバス

による低廉な人と物の輸送 であった｡ 村と

208号線をつなぐこの枝道は,1955年に地域住

民の自主的努力により建設された｡その後若

干の政府補助金により,ラテライ トによる路

面改良が1966年と1981年に行われ, 現在 で

は,雨季でも自動車が走行可能である｡1975

年からピックアップ改造のミニバスが村とコ

ンケン市間を 1日2往復,1978年以来 4往復

するようになり,往復運賃は荷物の量にかか

わらず10バーツである｡ この ミニバス運行

は,コンケン市から 40km 以内にある路線

バス ･サービスのない他のほとんどの村でも

行われており,1日30往復以上の例 もあ る

lMaekawa&Koike,Ch.2(3)inFukuiet

aZ. 1985:68].

1976年よりドンデーン村へ の酉己電 が始 ま

り,各戸に電灯がつき,電化製品も少 し普及 し

始めた｡1981年の普及率はテレビ12%,冷蔵

庫 3%,扇風機35%である｡70年代には,60

年代の21戸に比べ格段に多い75戸の家が新築

されたが,1981年に仝家屋のうち,まだ77%

(136戸)が伝統的高床住居であり,1階の一部

も居住用になった2階式の家屋は全体の17%

(30戸)に過ぎない｡自宅に便所のない世帯は

31.8%ある[KuchibaczaZ･,Ch･Ⅴ(8)inFukui

ど/α/. 1983:258】｡村内に水道はなく,大が

めに潜めた雨水を飲用水とし,村内に多数あ

る井戸の水は飲用に しない｡雨水 が切れ る

と,村から 3km はど離れたサワング村の井

戸意で,荷車でもらい水する｡15年前と比べ

今幸福かどうかという質問に対 し,59%の世

帯主がより幸福だと答えている｡ しかし,残

りの31% はより不幸と答えている [Kuchiba

etaZ.,Ch.V(9)inFukuietaZ. 1983:264]O

たしかに, ドンデーン村 で は15年前 と比
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ベ,村民の平均所得は実質的に大幅に上昇 し

た｡ しかし所得分配はかな り片寄 って い る

lKuchibaezaZ.,Ch.V(6)inFukuictaZ.

1983:243]｡前述の世界銀行による貧困の定

義は,最小限必要な栄養摂取量と,衣･住･教

育･衛生などの basicneedsの最小限必要な

水準の維持とに要する費用に基づいて計算さ

れており,1981年のひとり当たり年所得が農

村で3,454バーツ以下の人々の状態であった

[WorldBank 1985】｡1980年 の ドンデーン

村の世帯当た り平均人数は5.1人であり,世

帯当たり年粗所得が2万バーツ (所得率を7

割として世帯員ひとり当たり2,745バーツの

所得)以下の世帯は約47% (83戸)【Kuchiba

etaZ.,Ch.Ⅴ(6)inFukuietaZ. 1983:Table

V-62]であったから,少なくとも5割はどの

ドンデーン村民はいまだ貧困水準以下にある

ことになる｡

上述の世界銀行による1981年の東北タイ全

体の貧困人口比率は36%であったから, ドン

デーン村は,東北タイの平均水準とほぼ同じ

か,それより貧 しい｡世界銀行の同報告にお

いて,1981年に東北タイの農村世帯の農外所

得比率 は48%,電化製品の普及率 は冷蔵庫

1.6%, テレビ4.5%とな って お り [World

Bank 1985:8,10],これらの指標ではドン

デーン村とあまり変 らず,同村の平均性を物

語る｡

貨幣経済はた しかに深 くドンデーン村に浸

透 したO しかし, ドンデーン村の社会 ･経済

にはまだ伝統的特徴が多 く残っている｡ 経済

面について重要なものをあげると,(1)特に稲

作における近い親族世帯間の共働 (ヘットナ

ムカン),共食 (キンナムカン),そして しば

しば親と娘世帯との共住(ユーナムカン),水

午,農具などの共同使用 (サイナムカン)の

慣行,(2)農地やその他生産手段 ･現金 ･生活

物資の貸借,扶養,子女教育などの面におけ

る親族グループ (スム)内における相互扶助,
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(3)農地の売買におけるスム内の先買の存在,

(4)物々交換の広範な存在,(5)自然の植物,動

物,昆虫の採集と,その食料および生薬 とし

ての利用の日常的存在などがある｡村の経済

を分析する場合,このような伝統的経済と浸

透する貨幣経済 との相互作用を十分考慮する

必要がある｡

ⅠⅠⅠ 村農業の変化の経済分析

村の農業は稲作,畑作,野菜作,畜産によ

り構成され,それに若干の漁業を加えること

ができる｡ 林業は, 昔まだ森林が あ った時

は,鉄道の枕木の販売などが多少あったよう

であるが,現在は自家用の木 ･竹材の利用や

林産物の採集 ･消費 ･販売が少 しある程度で

ある｡農業部門は,主に伝統的制度 ･慣行に

規定される稲作部門と,主に市場メカニズム

によって動 く畑作 ･野菜作 ･畜産それに漁業

とに2分割できる｡

Ⅲ.1 農地利用 ･所有 ･貸借の変化の経済分

析

村全体の農地利用は,1964年から1980年に

かけて水田微増,畑微減に対 し園地が大幅に

増大 している(表 2)｡ これは後述する農業生

産の部門構造の変化に符合 している｡世帯数

の増加により水田の所有 ･経営面積が減少 し

ている｡ 1戸平均園地面積は野菜生産の高度

な集約性のため,他作物に比較 して非常に小

さい｡タイの国家統計局 (NSO)の社会経済

表3 ドンデーン村の水田の所有規模構造

176 E (100.0) l (100.0)

出典 '･KuchibaetaZ.,Ch.VinFukuiezaZ.

[1983:213-214]

調査によると, 1975/76年における東北タイ

の稲+畑作地帯の農家の水田+畑の平均保有

規模は22ライである [Meesook & Porter

1983:49-50】o ドンデーン村はこの面からも

東北タイの平均に近いといえる｡

1964-1981年の水田の所有構造 を示す 表 3

から分かることは,30ライ以上の大規模層の

減少 と,3-10ライの小規模層の増大である｡

水田を所有 しない世帯の割合は2割ほどで,

あまり変化がない｡ しかし,この割合はただ

ちに農村土地な し労働者,すなわち貧困階層

の割合を意味 しない｡ この階層に属する世帯

は, しばしば妻の親世帯と共働 ･共食の伝統

的相互扶助関係のもとで稲生産に参加 し,必

要に応 じた米の分配を受け,将来親の所有す

る水田のかなりの部分を相続する慣習になっ

表2 ドンデーン村の農地利用の変化

単位 :ライ (1ライ-0.16ha)

畑

･96411,955(497i73い 9･6119･Ot5･2414･49il･2711･27

198012,26314311129115･7117･416･13岳6･07Il･4711･35

出典 :水野 [1981],FukuieJα/.[19831

ている｡すなわち,この村における

土地な し層は,家族周期のある段階

で必ず生ずるものであって,必ず し

も貧困層を形成 しているものではな

い｡また,上述の村の所得構造の変

化によって,この階層の農外所得は

増えていると考えられ,さらに後述

する村の農業所得構造の変化によっ
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表4 ドンデーン村の水田の経営規模構造

合 計 l 176 1(100.0) 】(100.0)

出典 :KuchibaetaZ.,Ch.VinFukuietal.
【1983:213-2141

て, この階層による野菜作や畜産か らの所得

も増えていると考えられる｡

村の水田経営規模構造 の変化 を表 4に示

す｡ここでも所有構造 と同様に,中規模層,特

に20-30ライ層-の集中がみ られる｡ 水田を

経営 しない世帯の割合 は,1981年で26%とか

なり増えている｡ これは,稲作以外の農業,

農外収入の増加の結果であり,村経済全体の

構造的変化を反映 していると考え られる｡

畑作の所有 ･経営規模構造の変化を示す表

5, 6によれば,所有 ･経営 しない世帯が増

加 し,かつ2-10ライ規模-の集中化がみ られ

る.1981年の畑所有者の中には大規模の世帯

(20ライと41ライ)が 2戸存在す る｡ このよ

うに畑作では,稲作 との比較で特定世帯-の

集中化がみ られる｡村内で野菜作を行 う世帯

は1981年に71%であり,稲作 と同 じ程度 に一

般化 している｡ 上述のように平均経営規模は

1.35ライと小 さい｡野菜作 は主 としてチ-川

の旧河道サ ン川の自然堤防の斜面で,サン川

の水を使 って行われている｡ この土地 は国有

地であるが,ほとんど菜園になっており,慣

習的耕作権が成立 している｡ この耕作権 は貸

借 ･相続 される｡
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表 5 ドンデーン村の畑の所有規模構造

合 計 】 176 1 (100.0) l (100.0)

出典 :KuchibaetaZ.,Ch.VinFukuietaZ.
[1983:215-216】

表6 ドンデーン村の畑の経営規模構造

合 計 l 176 1 (100.0) l (100.0)

出典 :KuchibaczaZ.,Ch.VinFuknietaZ.
[1983:215-216】

次に,小作制度について考察する｡上掲表

2か ら6で所有構造 と経営構造が異 な るの

は,農地が貸借されているためである｡ ドン

デーン村での小作地率 は表 7に示 されるよう
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蓑丁 ドンデーン村の小作地面積の変化

1980/81年

借入農地Al総農地B小作地率(%)A/B借入農苧桓農地D1('kHfciB/i
全農地計亘 076ライl2･770ライ (38･8)i192ライl2･5i41 1(7･6)

出典 :Kuchibaezal.,Ch.VinFukuiettLZ.[1983:

野 [1981:84]

に,1964年の7.6%から1980/81年の38.8%-

大幅に増加 した｡ただ,この増大幅は次の理

由で割り引いてみなければならない｡すなわ

ち,1964年の小作地面積に,水野調査時にも

存在 した無料小作 [水野 1981:93,99,100]

が算入されていず,共働 ･共食として取り扱

われている点である｡小作地率は水田と畑で

高 く,園地で低い｡水野は ｢稲作が極度に不

安定であるため..….小作人を見出すこと

は容易ではない…‥.｣とした [同上書 :

71]｡ 不安定性は今 もほとんど変 って い

ないのに現実には小作地が増加 したので

あるから,同氏の説明は再考を要するこ

とになる｡ 筆者は仮説として次の理由を

あげる.(1)農地面積一定という環境のも

と,人口,特に世帯数が増え経営規模が

縮小 した農家で,何 らかの理由で農外所

得の増加を十分にできない世帯の小作地

需要が増大 した｡(2)農外所得機会が増え

小作地供給が増大 した｡

ドンデーン村の小作制度は,表 8に示

されるように,地主と小作の間の血縁の

濃さと地目に強く規定されている｡地主

と小作が 1-2親等 (親子およびきょう

だい)の関係の場合,無料の小作がどの

地目でも非常に多 く, 1-2親等以外の

親戚関係や非親戚関係においては,水田

と畑の場合,無料小作はほとんどない｡

また地目からみると,水田では無料と刈

222-223],水

分小作 しかな く,後者は,い

ずれの関係でもほぼ同数みら

れるのに対 し,前者は,親子･

きょうだいの間に限られる｡

村の小作には,一方の極に

伝統的相互扶助原理による無

料小作があり,その反対の極

に競争原理による小作として

非親戚間の稲作の刈分と畑作

の定額小作があって,両者の

中間に両原理が共に働 く親戚問の稲作刈分小

作があると考えることができる｡ 無料小作は

上述のように血縁の濃い親戚間で行われ,莱

約期間も場合に よ って は20年以上と長 く,

大半が相続を前提として行 われて い る 【宮

崎 1984]｡それに対 し,非親戚間で行われる

稲作の刈分小作と畑作の定額小作では,親戚

間の小作に比べ契約期間が短 く,1-3年であ

表8 ドンデーン村の親戚関係別小作形態

刈

出典 :Kuchibaetal.,Ch.VinFukuictal.[1983:
224],水野 【1981:841
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る｡地主と小作人の数も少なくはなく,XU分

小作料率は50%,定額小作料率はライ当たり

100バーツに集中 している[同上論文 :52]｡

これらの事実は,両小作市場が競争的である

ことを示唆 している｡ 親戚間の稲作の刈分の

場合,より良質の水田が,より安い小作料率

で,より血縁の濃い小作農に貸 し出され,契

約期間も非親戚間の刈分より長く,小作料率

も33%と40%の2種あり,どちらにも集中し

ていない｡ しかし,小作地の需給条件の変化

により,最近の10年間ほどで小作料率は低下

してきている [同所]｡以上から,親戚間の刈

分小作市場は,相互扶助原理と競争原理の両

方に規定されていると考えられる｡

最近の小作制度の経済理論 の業績 による

と,刈分小作と定額小作は不確実性が存在 し

ない完全競争市場下では資源配分の効率性に

おいて必ずしも優劣がな いとされる 【Bard-

han & Srinivasan 1971;Cheung 1969;

Johnson 1950]｡そして,前者は後者に比べ,

契約のための交渉費用および地主による小作

の生産投入の監視や生産量の調査のための費

用などの取引費用 (transactioncost)の面で,

経済的に小作と地主の双方にとって不利であ

る｡ しかし,農業生産における危険 (不確実

性)に対 し,小作の危険回避選好が大きい場

令,刈分が選ばれる [Cheung 19691｡地主

も危険回避者である場合,彼は刈分より定額

を選ぶから,結果として刈分が選択されるた

めには,小作人の取引力が地主より大きいこ

とが必要である｡また,生産の不確実性に加

え,価格の不確実性がある場合,刈分が定額

より資源配分において, よ り効率的で あ る

【Newbery良 Stiglitz 1979]｡

このように,非親戚問の稲作と畑作の小作

は共に競争的であるにもかかわらず,前者で

は刈分,後者では定額が採用されているのは

なぜだろうか｡後述するように,この村の稲

の生産不確実性は非常に高いが,価格不確実
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性は比較的低水準 にあった [辻井 1975]｡3)

ゆえに,上の小作理論との関連で,水田小作

農は強く刈分を選好する｡ さらに彼の地主に

対する取引力は,上述のXU分小作料率の最近

の低下傾向に示されるように,強まっている

と考えられる｡これらの結果として,非親戚

間の稲小作では刈分が選択されていると考え

られる｡畑作は水稲作に比べ,高みで作 られ

る｡ したがって,洪水害を受けず,かつ,こ

の作物(主にキャサバ)は,早魅にも非常に強

い｡よって,相に比べて生産の不確実性は非常

に低い｡価格の短期的不確実性が存在すると

はいえ,過去20年にわたってキャサバはタイ

の急成長農産物であり,長期的には価格はほ

ぼ安定的に増大 してきた [BankofThailand

1976:96;1981:80]｡ゆえに危険回避選好の

要因はあまり働かず,上述の取引費用の問題

のない定額性が選ばれていると鋭明できる｡

親戚間の稲の刈分小作には,上述の小作理

論はそのまま適用できない｡ しかし,刈分成

立の理由として,親戚間の信頼によって取引

費用が低 く抑えられること,相互扶助の価値

観による生産不確実性の分担が考えられる｡

野菜作では,17件の小作関係があり,11件

が親子 ･きょうだい間,1件がいとこ間,残り

5件が隣人間である｡ しかし,いずれの場合

でも無料小作である｡ 親戚間で無料なのは,

田畑の場合と同じく相互扶助の価値観による

と思われる｡非親戚間でも無料になっている

のは次の理由によると考えられる｡第 1は,

労働力の限界である｡ すなわち,野菜作にお

ける労働集約度が非常に高い (乾季には毎日

2回水やりに,サン川の堤まで集落から0.5-

2km 往復 しなければならない｡ また, コン

ケン市などでの販売にも,多数の女性労働が

3)価格不確実性は,政府の米輸出税 (ライス･プ
レミアム)政策の運用により,米の国内価格が
国際価格に比べかなり低位安定化されてきたか
ら,低水準にあった｡

一
.1
日I
L
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表9 ドンデーン村の農業所得構造の変化 単位 :バーツ (%)

農 業 粗 所 得

漁 業 願 最男待 合
悪習 冨桓 所得稲 作 L畑 作 l野菜作 l畜 産

73,005

(21.8)

(16.4)

1980/81

415,595

(17.5)

(8.0)

107,5001 ll,2201114,775

≡:三 三…:享

334,575

(100.0)

(75.0)

111,815

(25.0)

農 家

粗所得

446,390

(100.0)

注1.水野【1981:第 2章】,Kuchibaetal.,Ch.VinFukuietaZ.[1983:TableV-6,
2411,Kohno良 Kaida,Ch･8(3)inFukuiど/α/.【1985],須羽の現金収入調査結果
に基づき推計｡

2. 表1の脚注1が本表でも適用される｡

必要である 【野間 1984])｡その一方,機会賃

金の低い女性労働力のほとんどは,すでに野

菜生産 ･販売に従事 していると思われるから

である｡第 2に,野菜作 は高度の熟練と知識,

および資本量が必要である｡ これ ら二つの理

由により,村での菜園の貸借市場での需要が

供給に比べ小さい｡実際,村の菜園に適 した

土地の大 きな部分が野菜作に使われていない

こと 【Miyagawaetall,Ch･IV(5)inFukui

etal. 1983:135,143]は,このことを物語

る｡

Ⅲ.2 農業生産 ･消費 ･販売の変化の経済分

析

ドンデーン村の長期平均農業生産構造は,

1964年か ら1980/81年にかけて大幅に変化 し

た(表 9)｡畑作の占める比率が大幅に減少 し

たのに対 し,野菜作のそれが大幅に増大 して

いるのが特徴である｡稲作の農業粗所得の比

率 は微減だが,農家粗所得に対する比率でみ

ると,大幅に減少 している｡農家経済全体の

視点か ら,稲作は8%の重要性 しかないので

ある｡畜産の農業粗所得合計に占める比率は

微増 しており, かつ 1964年 と1980/81年 との

両年において畜産物は,村の農業生産におい

て もっとも重要な部門となって い る｡ しか

し,この重要性は大幅に割 り引いて考えねば

な らない｡水野は,水牛,午,局,豚の大家

畜の販売額を資産売却収入 として扱い,畜産

粗所得に含めていないが,1981年の全戸調査

では含めているか らである｡大家畜の売却は

貯金をおろすようなもので,その一部 しか所

得にな らない｡

表10 ドンデーン村関係農産物の卸売価格
の1964-1981年2月の変化率

も み 米 (No.2)

タピオカ粉 (高級)

ケ ナ フ (高級)

野 菜 類 (80/81)/68

肉 類

倍

379695213333223

出典 :BankofThailand【1976;1981;19821

注1.もみ米の1964年の価格は,前後の年

に比べ異常に低いため, 1961-1967

年の平均を取った｡野菜の卸売価格
も前後の月に比べ1981年2月は異常

に低いので,1980年9月から1981年
12月までの11カ月間の平均を取っ
た｡なお,野菜類の統計は1968年以
前は存在しないので,その年からの

倍率となっている｡

2.タピオカ粉はキャサバの加工品で,
1964年から卸売価格がある唯一のも
のである｡今ではペレットが主要加
工品になっている｡
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なぜ,このような農業生産構造の変化が起

ったのであろうか｡経済学的には,農産物間

の相対価格の変化がその要因として第 1に考

えられる(表10)｡村の畑作は,かつてのケナ

フ生産から1980/81年にはキャサバに生産転

換されていた｡このケナフからキャサバへの

転換と畜産の重要性があまり変 らなかったこ

とは相対価格によって説明できるが,稲作 ･

畑作や野菜作の粗所得の相対変化は説明でき

ない｡後三者については,むしろ相対価格の

変化と逆のことが起っている｡この逆の変化

は,村の自然 ･経済環境条件により説明でき

る｡ 第 1に,土地利用的作物である稲とキャ

サバに対 して,農地の余裕は1964年ですでに

あまりなかった(表 2)｡また,第 2に稲作は

非常に不確実性 (危険)の大きな作物であっ

た｡第 3に,土地をあまり必要としない野菜

作は,急成長 したコンケン市の野菜需要に反

応 して,上述の輸送面の大幅な改善と共に,

その生産 ･販売が急増 した｡このことは,秦

豚にも妥当し,実際その頭数は43頭から79頭

に増えている [Kuchibaeta7.,Ch.Ⅴ(4)in

Fukuieza7. 1983:173]. これ ら要因 は,

コンケン近郊の類似条件にある村にも当ては

まる [Maekawa& Koike,Ch.2(3)inFukui

etaZ.1985]｡ しかし,タイ全体では相対価

格の変化が農業構造の変化とよく対応 してお

り,米とキャサバの生産と輸出が急増 した

[辻井 1984]｡

次に,主要作物別に,村の農業生産経済を

記述する｡稲作は,この村特有の非常に大き

な生産不確実性と,全国的に影響 している輸

出政策による低価格とに直面 し,ほとんど無

肥料 ･無農薬の伝統的粗放技術で1964年から

1983年まで行われてきた｡不確実性の経済学

では,生産における不確実性 (生産量が天候

などの確率的要因により変動すること)があ

る場合,生産者が危険回避選好をもつならば,

彼の最適 (所得ないし利潤極大)生産要素投
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入量と生産量は,生産の不確実性がない場合

に比べ,共により小さい値になるとする 【酒

井 1982:214】｡ ドンデーン村の稲作は,こ

の生産の不確実性の極端な大きさに決定的に

規定され,農民は経済合理的最適化行動を行

い,無肥料 ･無農薬栽培を行なっていると考

えられる｡この村の稲作技術は,遅れており,

非合理であり,したがって低生産性であるの

ではなくて,経済合理的であるからこそ低生

産性である｡

村の稲生産は,表11に示されるように,毎

年大幅に変動している｡水野の調査時前後に

はほとんどゼロの年から363トンまでの範囲

で,今回調査時点前後では30トンから500ト

ンの範囲で変動してきた｡このような大変動

は,村の水田がすべて天水田であり,辛勝頻

発地帯に位置し,かつチー川のそばで常典的

に洪水害があることによっている｡なお,村

民の評価によれば,1981/82年の生産量は10

年間の平均水準であり,1979/80年と1982/83

年は厳 しい草魅年における平均水準,1983/84

年は長期においての最高水準である [Kohno

& Kaida,Ch.8(3)inFukuietaZ. 1985:

210]｡

なお,水野調査時と今回調査時の米生産量

が比較可能だとすれば,村の米生産量は6年

間の期間平均で65%増大 している(義ll)｡ こ

れは,この期間に耕作面積が16%増加 してい

ること (表 2)にその理由の一端をもとめる

こともできよう｡

反収についても大幅な年次別変動が存在す

る｡反収はまた耕作者間,筆問,そしてノー

ング間でも大幅に変動する [2'btd.:213,216]｡

作付面積当たりの長期平均反収は,東北タイ

の長期平均 (約18タング)や全国平均 (約25

タング)よりかなり低い水準にある｡

村で植えられている稲はほとんどもち米で

ある｡もち米は, ドンデーン村を含む東北タ

イの北の2/3の地域住民の主食である｡ うる
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表11 ドンデーン村の稲作の不確実性

仝生産量
(も み)

タ ン グ

反 収

昌露 品 1)協議 品 J)

豊 凶 要 因

1960/61

61/62

62/63

63/64

64/65

65/66

1978/79

79/80

80/81

81/82

82/83

83/84

36,300a

12,325a

4,384a

4,553a

829a

lla

平均(9,734)

2,970b

5,305b

3,378b

25,676b

9,026b

50,000b

平均(16,059)

17.9aI NA 天候良好a

大洪水a

大洪水a

大洪水a

XA*a

大洪水

早魅

洪水

軽い早魅 (後期)

早魅と洪水

降雨条件良好(大藍作)

100タング≒1トン(もみ),NA:入手不能

注 a.水野 [1981:47-48]による｡なお,1960/61年のもみ米生産
量は,29戸の調査結果であるので,1964年の村の総農家数が
102戸であることを考慮し,その3倍値を計上した｡

b.Kohno良Kaida,Ch.8(3)inFukuietaZ.[1985:213]に

よる｡
C.Kohno& Kaida,Ch.8(3)inFukuiezaZ.lZoc.lit.]によ

る｡ただ,この反収は水田8,300筆についての値で,近村のド
ン-ン, ドンノイの2村の人々が耕作する筆も含む｡

d.宮崎のサンプル ･サーベイによる｡分母は経営面積 【宮崎
1984]｡なお,彼の66戸の有意抽出標本には,反収に関して上

方偏倍が認められる｡

ち米 は,1983年の全作付面積の11.6% に植え

られているに過 ぎない [Miyagawaetall,Ch･

7(1)inFukuietaZ.1985:151]｡村のもち

米には,生育期間などに関 していろいろな品

種が存在 し libtd.:119],洪水 と早魅の危険

が非常 に高い条件 に対応 して,水 田の位置す

る地形 と水がかりを考えて品種の選択が行わ

れている｡

水野調査時の1960-1965年の年平均 もみ生

産量を,人 口を810人, もみ/白米換算率 を

60% として換算すれば,ひとり当た り白米生

産量は約 72kg になる｡ この時期のタイの

農民 はひとり当た り平均 170kg の白米を消

費 していたと考え られるか ら[Tsujii1973】,

72kg ではその約42%で,全 く

不足す る｡ 水野は,村民は主 と

してケナフの現金収入により,

1964年 に 1戸平均約 600kg の

白米を購入 した 【水野 1981:

481とし, また同引用書中で し

ば しば米の購入の必要性を述べ

ている｡ 1978-1983年 について

は,村の白米需給 は,水野時代

と比べ少 し改善されている｡人

口を 901人 として, 上述のひと

り1年当た り平均白米生産量は

107kg に増大 した｡ しか し,

まだもち米自給 は長期的にみて

達成されていない｡

このように米の自給が達成 さ

れていないか ら,ふつ う,豊作

年で も収穫 した もち米を販売せ

ず,貯蔵 し不作の年 に備える｡

もち米の不足分 は,現金購入 さ

れるか,後述するように,村で

生産された トウガラシなどとの

交換で取得される｡

村の稲作技術は,15年前 とあ

まり変 っていない｡ しか し若干

の変化の兆 しもみえる｡ われわれの全戸調査

によれば,1980年には36戸の農家により百代

に化学肥料が使われていた｡1983年 には本田

への施肥 も若干み られる｡ ドンノイ村の村人

が所有する2台の耕転機が, ドンデーン村の

村民によって賃借 りされ始めた｡村民は可能

な ら水牛を耕転機 に替えたいと考えている｡

農村賃金 は今後 も上昇を続け るで あ ろ うか

ら,中央タイで60年代か ら70年代 にかけて起

った水牛か ら耕転機-の転換が,近い将来 こ

の村で も起 るであろう｡ また,1984年 3月に

チ-川右岸 の ラオノクチュム村 に, 濯概局

によって揚水ポンプが設置され,上端の幅が

2m はどの コンクリー ト水路が4km にわた っ
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て件 られ,その先端はすでにドンデーン村の

水田領域の端に達 している｡ この水路をさら

に延長する計画もある｡ラオノクチュム村で

は1985年から高収品種の RD6を使った乾季

稲作を行 う予定である｡ポンプと水路のキャ

パシティー,それに水料金にも関係するが,

この水が ドンデーン村嶺域の水田のかなりの

部分に供給されうるとすれば, ドンデーン村

の早魅はかなりその被害を縮小できる｡ もし

そうなれば,洪水の危険は残るが, ドンデー

ン村の稲作はかなりの安定性と集約性,そし

て反収の増加を期待できる｡ しかし,耕転機

への転換,港概,施肥などがすべて起ったと

しても,稲作の大規模二期作化などは水路の

容量から考えても不可能だから (海田私信｡

1984),これ らの改良 も米の自給度を少 し上昇

させる程度にしかならないと予想される｡

ドンデーン村の畑作物は,80年代初めには

ほとんど全てキャサバであった｡この作物の

タイでの生産は,ECの飼料用需要の急増に

より60年代に増加 し始め,70年代に爆発的に

伸びた｡1964年の水野調査時点では,村の畑

作物はまだケナフであった｡ しかし,上述の

両作物の相対価格の変化により,ケナフはキ

ャサバに取って替られた｡

上掲表 9にあるように,かつてのケナフ作

は,畜産,農外所得と並ぶもっとも重要な村

の所得源であったが,1981年のキャサバ作は,

稲作よりも低い経済的位置にある｡キャサバ

作は,上述のように,それに従事する農家も

限られ (40%)ており,村全体にとっては補

助的作物といえる｡1981年には4戸の農家が

肥料を投入 しているのみで,ほとんど無肥料

･無農薬で作 られている｡ この作物は土壌養

分の収奪性が他畑作物に比べ高いといわれ,

また土壌侵食の危険性もあるので,今後は土

壌保全が重要になるのではないかと考えられ

る｡村ではキャサバは食用にはされず,収穫

直後の生イモを トラックで近 くのペレット加
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工場か,乾燥場-もっていき販売する｡イモ

が収穫可能になってから数ヵ月間はいつでも

収穫できるので,収穫 ･販売時期は販売価格

の動きを考えて決定される｡

野菜作には,水野調査時にも一部で化学肥

料や農薬が使われていた｡そのころはキュウ

リと長英豆がよく売れるので,好んで栽培さ

れた｡野菜作の土地経営規模は現在とほぼ同

じである(表 2)｡ しかし,全体としては主と

して自給用であり,販売は補助的に行われて

いたに過ぎない [同上書 :52]｡野菜の経済的

重要性は,上掲表 9に示されるように小さか

った ｡

野菜作の商業的成長は,コンケン市の成長

と並行 している｡村の野菜作の急発展の時期

は60年代後半と70年代後半といわれる [Mi-

yagawaezaZ･,Ch･IV(5)inFukuietaZ.

1983:143]｡ 野菜 の種類は,水野調査時 と

1981年ごろとあまり変化がな いよ うで あ る

が,1981年には トウガラシ (たかのつめ)に

極端に集中化 している｡野菜の販売額のうち

トウガラシは95%を占める 【tbtd.･.155;須

羽 1985]｡また,1981年には,トウガラシの

収穫量のうち約半分は主として米と物々交換

され,水野調査時のケナフと同じ役割を トウ

ガラシが果たしている｡ トウガラシは一部自

家消費され,また他の野菜では主として自家

消費されるもの,主として物々交換用のもの,

そして主として販売用に栽培されるものがあ

る[Zoc.ctz.;野間 1982]｡採集された草,木

の芽 ･花 ･実,水草などの植物,さらに動物

･昆虫 ･魚も,販売されたり自家消費される｡

最近急速にドンデーン村で野菜生産が伸び

た理由を整理 してみると,(1)サン川の堤の公

有地が無料で野菜作に使え,サン川に乾季で

も水があること,(2)野菜の生産 ･販売に,多

数の機会労働報酬の低い中高年の村の女性が

従業できたこと,(3)ミニバスと路面改良され

た枝道により,コンケン市を中心とする急増
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する野菜需要に反応 しえたこと,(4)コンケン

市の2カ所の路側露店野菜市場への, ドンデ

ーン村の婦人の自由で安価な参加が可能であ

ったこと,以上の4点をあげることができる｡

村経済には,上述のはかに重要な部門とし

て,農業では畜産,農外部門では賃金労働と

自営業所得があるが,上述 した推計上の問題

と紙数の関係もあるので,別の機会に記述を

譲ることにする｡

ⅠⅤ 結 論

筆者は1969年に最初にドンデーン村を訪れ

た｡水野氏が同村に調査に入っているので,

彼に会いに行ったのである｡ しかし,村の位

置が正確に分からなかったので,サワング村

のあたりでひとりの村人に,日本人の学者の

入っている村について尋ねた.彼は ｢コーイ

チ ?｣と大声をあげ,にっこり笑った｡その

笑いには,同氏に対する深い親 しみと,彼を

尋ねてきた私に対する歓迎の気持ちが込めら

れていた｡この村人の反応は,今も私の脳裏

に焼きついている｡

水野氏の主調査時 (1964-1966年)から,わ

れわれの調査時 (198ト1984年)にかけて,村

の経済と社会は大きく変貌 した｡本稿は,こ

の変貌を経済学の視点から捕え,その要因を

明らかにし,さらにドンデーン村と東北タイ

の発展-の含意を探ることを目的とする｡こ

の学際的農村調査における経済学の役割は,

農業の自然科学的調査と村落の社会科学 ･人

文科学的調査との結節となり,農業一経済一

社会 ･人文の3要素の相互依存的変化の過程

を経済学的に明らかにし,さらに農家-村一

地方都市 (コンケン)-バ ンコクー世界の視

野から村経済の構造と変化を明らかにするこ

とである｡ この役割設定は,次の認識に基づ

いている｡村落の社会構造と農業およびその

自然的 ･人工的環境とは,村民の市場機構を

通 じての財 ･サービスの生産 ･取引 ･投資活

動により連関し,これら3要素は,農産物価

格の変動や賃金率の変化などの外部条件と,

村人の価値観の変化,シュンペーター的新結

令 (革新)や人口成長率など村内条件の変化

により,相互依存的関係を保ちながら変化す

る｡

タイの第 4次国家経済社会開発計画(1977-

1981年)では,それ以前の開発計画と同様,

所得分配の公平化を主要な計画目標に掲げて

いるが,本計画の開発戦略において,以前の

計画と異なり,都市化 ･工業化および基礎的

インフラ･教育 ･公共衛生 ･食糧と栄養 ･社

会福祉面での発展においての農村部-の分散

化 (decentralization)を基本としている [Na-

tionalEconomicand SocialDevelopment

Board 1977:40-42,224-279]｡ そして,東

北タイの分散的都市開発戦略ではコンケンの

ほか,ウドン,コラー ト,ウボンが地方都市

開発センターに指定された [2'bid.:227】.60

年代初めに始まったコンケン市の発展は,こ

の分散化戦略により加速され,同市は70年代

後半より経済的に急成長した｡そして,同市

より約 30km の範囲の ドンデーン村を含む

村々は,コンケン市の急速な経済成長に巻き

込まれていった｡

特に,枝道の改良と交通によるコンケン市

への近接化の村経済に与えた影響は,非常に

重大である｡野菜作とその販売の急成長,質

金所得の急上昇,およびこれら急増 した所得

から派生する村内自営業所得の急増も,この

村とコンケン市 との安価な連絡によると考え

られ る｡ その結果, 村は自給自足的農村か

ら,農業からの粗所得が全粗所得の46%に過

ぎない ｢半農村｣と呼べるものに変化 した｡

このような村経済構造の変化は,基本的に

は,村民がコンケン市の急成長による新 しい

所得扱会の発生に合理的に対応 し,政府の側

面的援助を利用しつつ,枝道を改良 し, ミニ
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バスを走 らせ,これら所得機会を活用 してい

ったことにより発生 した｡いわゆる農村開発

は,基本的に資金面,行政面で政府が中心的

に関与 した,上から下への働きかけである｡

この意味での農村開発は,1981年以前にはド

ンデーン村にはなかった 【Prasert,Ch.5(1)

inFukuicta7. 1985]. 同村で は,外部条

件の急変に対 し村民の敏速な自主的,経済合

理的な対処による,下から上への内生的農村

経済発展 (endogenousruraleconomicevo-

lution)が発生 したといえ る｡政府は外部条

件を整えたり,村民の自発的行動を援助する

という役割を果たした｡この内生的農村経済

発展は,19世紀のチャオプラヤ ･デルタでの

稲作の展開や,1960年ごろから全国的に起っ

た畑作の爆発的発展の基本的メカニズムと同

じであり,タイの農業発展の中で繰り返され

てきた基本的ダイナミクスである｡

水野調査時以後, ドンデーン村ではこの内

生的農村経済発展が急速に起り,村民の所得

も急速に成長した｡ しかし,所得成長にもか

かわらず,前述 した通り貧困人口は,1980年

に村人口の5割にも達する｡この水準は,東

北タイ全体の1981年の同比率37%よりさらに

高い｡同村の貧困人口率がまだこのように高

いのは,同村での自然資源の賦存量,特に水

田･畑作面積の限界と,早魅に加え洪水の頻度

が高いことにおいて,他の東北タイの集落よ

り劣っているためではないかと考えられる｡

ドンデーン村の農業は,土地利用的でない

野菜作や,畜産のうちの養豚が,コソケン市

の需要の増加に伴って成長した｡ しかし,土

地利用的な畑作や,さらに,不確実性の大き

い稲作の重要性は減少 した｡そして,農業か

らの所得は相対的に減少 したが,農外所得は

急増 した｡このような特徴をもった, ドンデ

ーン村 の内生的農村経済発展 と農業 の変化

は,自然 ･人工環境の変化,社会構造 ･価値

観の変化と,どのような関係にあるのか｡
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ドンデーン村の農業 ･経済の自然 ･人工環

境の改変は,(1)村民の自発的 ･独立的改変,

(2)政府の側面的援助による改変と,(3)政府主

導の改変の3種がある｡ 第 1のものは,1955

年の枝道建設,森林の開墾による畑作の展開,

水田での小規模な水利工事,菜園のサン川堤

の国有地での拡大 な どがあ る｡第 2の種類

は,枝道路面改良,サン川の水位調整堰と,

同川の入口の大きな揚水場の建設,ラオノク

チュム村の揚水機と,そこからの水路建設が

ある.第 3の種類は,ケ-沼の堤の濯概局に

よる再建と沼拡大の工事がある｡これらの改

変には,改変計画に村民の自発性と意思が反

映され,参加の程度が高いほど,村民への利

益も大きいという関係が認められる｡ケー沼

堤の工事は,農民の意思の反映どころか,良

対が強かった 【Kaida,Ch.8(3)inFukuiet

al. 1985:35].政府の農村開発の方法は,

1982年からの第 5次開発計画か ら大 き く変

り,村開発委員会と村開発計画を通 じて農民

の参加を重視 し始めた [NationalEconomic

andSocialDevelopmentBoard 1982】.こ

の方法変更が,農村の自然 ･人工環境の改変

の諸計画を通 じ,農民に利益をもたらせれば

良いが,この開発の分権的計画化が,かえっ

て農民の自発的 ･内生的農村経済発展を阻害

する可能性もある｡

ドンデーン村 で 内生的農村経済発展 が進

み,市場経済が村に浸透するに伴い,親族間

の伝統的な相互扶助の価値観と共働 ･共食の

制度はどうなるのであろうか｡かつて主食で

ある米生産の極端な不確実性のもとで,村が

自給自足的に存立しなければな らなかった

時,この稲作における共働 ･共食の制度は村

民の生存にとって必須であった｡ しかし,負

速に拡大する村外経済との関係が濃くなり,

農外所得が安定的に得られるようになった今

日,この制度の必須性は小さくなった｡古き

良き,そして危険な時代の制度である稲作の
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共働 ･共食と,それを支える親戚問の相互扶

助の価値観も徐々に変化 していくかもしれな

い ｡

ドンデーン村で観察された内生的農村経済

発展は,東北タイの発展にどのような含意を

もっているのだろうか｡まず,村が,東北タ

イで特に急速に成長 しつつある地方都市 コン

ケ ン市 とミニバスで安価につ な がれた, 30

km 以内の範囲にあることに留意せねばな ら

ない｡ この範囲の,ほかの村でも,程度の差

はあるが,同様の発展が起 っている｡ タイ政

府の指定 した他の三つの東北タイ開発拠点都

市のまわりでも,同様の内生的農村経済発展

が起っているに違いない｡ しか し,これ ら四

つの拠点域は東北タイという広い面の中の 4

点に過ぎない｡ ドンデーン村の貧困人口はま

だ非常に多いが,同村の内生的農村経済発展

によって村民の実質所得は大幅に増大 した｡

1981年 の全戸調査 で は,村民の59% が,15

年前より,より幸せになった と答 えて い る

lKuchibaetaZ.,Ch.Ⅴ(9)in FukuiezaZ･

1983:264]｡第 4次国家経済社会開発計画で

採用された開発拠点都市による分散的開発戦

略 と,第 5次開発計画 (1982-1986年)で の

地域主義と開発の計画 ･実施 ･評 価 にお け

る分権化 の方向 [National Economic and

SocialDevelopmentBoard 1982】をさらに

東北タイの他の地域に拡大 していくことによ

って, ドンデーン村で起 った内生的農村経済

発展 と村民の実質所得の増大を,他の地域の

村落でも実現できるであろう｡
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